
山口市借上型市営住宅建設費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、山口市借上型市営住宅制度要綱（以下「制度要綱」

という。）第６条及び第７条の規定に基づき、借上型市営住宅等の建設

費補助金の交付について必要な 事項を定めるものとする。 

２  前項の補助金の交付に関しては、公営住宅法（昭和２６年法律第１９

３号）、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）、公営住宅法施

行規則（昭和２６年建設省令第１９号）その他関係法令並びに公営住宅

整備事業等補助要領（平成８年８月３０日建設省住備発第８３号。以下

「補助要領」という。）及びその他関連通達に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

（補助要件等） 

第２条 この要綱において、補助の対象となる借上型市営住宅等は、制度

要綱第３条第１項の規定により事業計画の承認を申請しなければならな

い。 

２  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及

び補助率は、補助要領第５から第７までに規定する経費の範囲内におい

て、別表第１に定めるとおりとする。 

（交付の申請） 

第３条  制度要綱第 ３条第２項の規定に より事業計画の承認 を受けた 者

（以下「承認事業者」という。）は、建設費補助金の交付申請をするこ

とができる。 

２  承認事業者が前項の規定により建設費補助金の交付申請をするときは、

市長が別に定める期日までに補助金交付申請書を作成し、市長に提出し

なければならない。 

（交付決定等） 

第４条 市長は、補助金交付申請書を受理し、審査のうえ適当と認めたと

きは、補助金の交付を決定し、承認事業者に通知するものとする。 

２  承認事業者は、補助金交付の決定の通知を受けた場合において、当該

通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに附された条件に不服が

あるときは、補助金の交付の決定通知を受けた日から起算して１５日以

内に申請の取下げをすることができる。 

（交付の条件） 

第５条 市長は、建設費補助金の交付の決定をする場合においては、次に



掲げる事項について条件を附するものとする。 

  (1) 補助対象事業の内容の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）を

する場合においては、市長の承認を受けること。 

 (2) 補助対象事業の経費の配分の変更をする場合においては、市長の

承認を受けること。 

  (3) 補助対象事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承

認を受けること。 

  (4) 補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業

の遂行が困難になった場合においては、速やかに市長に報告し、その

指示を受けること。 

 (5) その他市長が必要と認める事項 

（全体設計の承認） 

第６条 承認事業者は、事業の実施が複数年度にわたるものについては、

補助金の交付の対象となる事業に着手する前に、補助対象事業費の総額、

事業完了の予定時期等について、全体設計承認申請書を市長に提出しな

ければならない。なお、当該事業に係る事業費の総額を変更する場合も

同様とする。 

２  市長は、全体設計承認申請書を受理し、審査の上適当と認めた場合は、

当該全体設計を承認し、承認事業者に通知するものとする。 

（事業内容の変更） 

第７条 承認事業者は、補助金交付決定後に補助金の額に変更が生じる事

業内容の変更をしようとするときは、補助金交付変更申請書を作成し、

市長に提出しなければならない。 

２  承認事業者は、補助金の交付決定後に補助金の額に変更が生じない事

業内容の変更をしようとするときは、第５条第１号の承認を受けなけれ

ばならない。 

３  前項の規定により承認を受けようとするときは、事業内容変更申請書

を作成し、市長に提出しなければならない。 

４  第５条第１号に規定する市長が定める軽微な変更は、第３条の規定に

基づく補助金に係る次の各号に掲げる変更以外の変更で補助金の額に変

更を生じないものとする。 

 (1) 団地の位置の変更 

 (2) 借上型市営住宅等の構造又は階数の変更 

 (3) 団地の形状又は借上型市営住宅等の配置若しくは間取りに関する

重要な変更 

 



（経費の配分の変更） 

第８条 第５条第２号の規定により承認を受けようとするときは、経費の

配分変更承認申請書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（事業の中止又は廃止） 

第９条 第５条第３号の規定により承認を受けようとするときは、事業の

中止・廃止承認 書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（事業等が完了期日までに完了しない場合等の報告） 

第１０条 第５条第４号の規定により報告をしようとするときは、事業の

未完了報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

（状況報告） 

第１１条 建設費補助金の交付決定を受けた承認事業者は、６月、９月及

び１２月末日現在の事業の遂行について、事業遂行状況報告書を翌月５

日までに市長に提出しなければ ならない。 

（実績報告） 

第１２条 建設費補助金の交付決定を受けた承認事業者は、補助対象事業

が完了したときは、完了の日（事業の廃止の承認を受けた日を含む。）

から起算して１箇月を経過した日、又は事業の完了の日の属する市の会

計年度の末日のいずれか早い日までに、完了実績報告書を市長に提出し

なければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条に規定する完了実績報告書を受理したときは、報

告の内容の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告書に

係る事業の成果が関係法令等に適合しているかどうかを確認し、適合す

ると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、承認事業者に通知

するものとする。 

（交付の請求） 

第１４条 補助金は、額の確定後、承認事業者から提出する補助金交付請

求書により交付する。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、

その全部又は一部を概算払により交付することができる。 

２  前条の補助金の額の確定通知を受けた認定事業者は、速やかに補助金

交付請求書を市 長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、建設費補助金の申請者が次の各号の一に該当すると認

めたときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 (1) 虚偽その他不正な手段により、交付決定を受けたとき。 



  (2) 交付決定の内容及びこれに附した条件等に違反したとき。 

 (3) その他制度要綱に基づく規定及び当該規定に基づく市長の指示に

違反したとき。 

２  前項の規定は、補助対象事業について交付すべき補助金の額の確定が

あった後においても適用するものとする。 

（補助金の返還命令） 

第１６条 市長は、前条の補助金の交付を取り消した場合において、補助

対象事業の当該取り消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されてい

るときは、期限を定め、その返還を命ずるものとする。 

（書類の様式） 

第１７条 補助金交付申請書等の様式は、別表第２によるものとする。 

（書類の整備等） 

第１８条 建設費補助金の交付決定を受けた承認事業者は、補助対象事業

に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び

支出等についての証拠書類を整備保管しなければならない。 

２  前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助対象事業の完了する日

の属する会計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

      附  則  

１  この要綱は、平成１７年10月 1日から施行する。 

２  この要綱の施行日前に行った山口市借上型市営住宅建設費補助金交付

要綱に基づき借上げた住宅は、この要綱の相当規定により行ったものと

して、この要綱を適用する。 

 


